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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。 

  

回次 第121期中 第122期中 第123期中 第121期 第122期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 34,228 36,414 36,741 79,836 84,472 

経常利益（百万円） 1,367 1,061 1,459 3,907 4,776 

中間（当期）純利益（百万円） 554 217 595 1,665 2,038 

純資産額（百万円） 34,661 36,037 39,380 36,631 38,486 

総資産額（百万円） 92,565 87,443 85,113 99,040 92,029 

１株当たり純資産額（円） 555.27 577.36 631.03 585.66 615.16 

１株当たり中間（当期）純利益金額

（円） 
8.88 3.48 9.55 25.49 31.15 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 37.4 41.2 46.3 37.0 41.8 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
2,671 3,217 2,151 3,457 7,954 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
△434 △200 △269 236 △1,088 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
△4,171 △7,283 △3,221 △2,182 △6,789 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（百万円） 
7,227 6,406 9,409 10,673 10,749 

従業員数(名) 3,320 3,193 3,155 3,276 3,143 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。 

３．第121期の１株当たり配当額９円には、創立75周年記念配当１円50銭を含んでおります。 

回次 第121期中 第122期中 第123期中 第121期 第122期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 26,769 28,858 29,438 63,481 67,092 

経常利益（百万円） 863 746 951 2,203 2,649 

中間（当期）純利益（百万円） 443 542 583 1,228 1,532 

資本金（百万円） 6,846 6,846 6,846 6,846 6,846 

発行済株式総数（株） 62,448,052 62,448,052 62,448,052 62,448,052 62,448,052 

純資産額（百万円） 27,326 28,856 31,316 28,959 30,335 

総資産額（百万円） 75,733 71,251 70,258 81,793 75,032 

１株当たり純資産額（円） 437.77 462.31 501.82 463.47 485.43 

１株当たり中間（当期）純利益金額

（円） 
7.10 8.70 9.35 19.19 23.91 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり中間（年間）配当額

（円） 
3.75 3.75 4.00 9.00 9.00 

自己資本比率（％） 36.1 40.5 44.6 35.4 40.4 

従業員数(名) 1,496 1,417 1,396 1,437 1,379 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における事業の内容に異動はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は、他社への出向者を除き、他社からの出向者を含む就業人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、他社への出向者を除き、他社からの出向者を含む就業人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 提出会社の労働組合は、昭和21年５月、日本信号労働組合として結成され、現在従業員中1,085名は日本信号労

働組合を組織して全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会に加盟し、31名は全日本金属情報機器労働組合

に加盟しております。その他連結子会社４社においてそれぞれ労働組合（組合員数161名）を結成しております。 

 なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

信号事業  1,454 

情報制御事業  1,634 

全社（共通）  67 

合計  3,155 

  平成17年９月30日現在

従業員数（名） 1,396 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善ならびに、堅調な個人消費を反映した国内需要に支

えられ、景気の踊り場脱却を強く認識できる局面に至っております。しかしながら、自然災害の頻発、原油価格の

高騰の影響などが懸念材料となり、景気回復は比較的ゆるやかな動きで推移してまいりました。 

 当社グループを取り巻く事業環境につきましても、ここ数年来、公共投資の低調な推移、鉄道事業者の新線計画

の減少、価格競争の激化など、総じて厳しい状況が続いておりますものの、当中間連結会計期間におきましては、

信号事業における海外新規鉄道路線の事業化、情報制御事業におきましては、関東ならびに関西地区における駅務

機器のＩＣカード共通化をはじめとした大型需要などの案件がありました。 

 当社グループといたしましては、この好機を確実にとらえ業績向上につなぐべく、前連結会計年度に引き続き、

グループ力の強化・効率化、コストの低減、新製品の開発等に取り組み、競争力の強化に努めるとともに、国内外

において積極的な営業活動を展開してまいりました。 

 その結果、連結受注高につきましては44,327百万円と前年同期比21.2％の増加、連結売上高につきましても

36,741百万円と前年同期比0.9％の増加、連結経常利益につきましては、1,459百万円と前年同期比37.6％の増加、

連結中間純利益につきましては、595百万円と前年同期比173.9％の増加となりました。 

業績等の概要を事業の種類別セグメントごとに申し上げますと次のとおりであります。 

  

[信号事業] 

 「鉄道信号」につきましては、国内各鉄道事業者の更新需要の受注確保に取り組むとともに、新製品の開発、ア

ジアを中心とした海外市場の拡大に努めてまいりました。それにより当中間連結会計期間におきましては、札幌市

の地下鉄をはじめとする国内案件、台湾新幹線をはじめとする海外案件において、それぞれ受注・売上を計上する

ことが出来ました。 

 「交通情報システム」につきましては、公共投資の減少ならびに競争激化に伴う市場価格の下落がさらに進み厳

しい状況のうちに推移いたしました。このような状況のもと、管制機器などの大型物件や、各地の端末機器等の市

場拡大を目指して、積極的な受注活動に取り組んでまいりました。 

 その結果、連結受注高につきましては20,126百万円と前年同期比11.7％の増加、連結売上高につきましても

19,391百万円と前年同期比3.3％の増加、連結営業利益につきましても1,161百万円と前年同期比26.4％の増加とな

りました。 

  

[情報制御事業] 

 「駅務自動化装置を中心とするＡＦＣ」につきましては、これまでにもご紹介させていただきました関東、関西

地区におけるＩＣカードの共通化という大型案件が、当中間連結会計期間より本格的に動き出した中で、当社グル

ープといたしましては、積極的な営業活動を展開し、鋭意受注に努力してまいりました。 

 「パーキングシステム、カードシステム、ＬＥＤ表示装置などを中心とする制御機器」につきましては、前連結

会計年度において過去最高レベルの業績を達成することができましたが、当中間連結会計期間におきましても堅調

に推移いたしております。事業の中核とも言えるパークロックをはじめとした各種駐車場機器、駐輪場機器を中心

に、ＬＥＤ表示装置、ＯＡ機器の保守などの各種案件につきまして、受注・売上を計上することができました。 

 その結果、連結売上高につきましては前期末受注残高減少の影響を受け、17,350百万円と前年同期比1.7％の減

少となりましたものの、連結受注高につきましては24,200百万円と前年同期比30.4％の大幅な増加、連結営業利益

につきましても1,493百万円と前年同期比8.1％の増加となりました。 



(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローは、営業活動による増加2,151百万円、投資活動による減少269

百万円、財務活動による減少3,221百万円となり、当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前年同期比

3,003百万円(46.9％)増加し、9,409百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の減少があったものの、仕入債務の減少と棚卸資産の増加に

より、前年同期比1,066百万円の減少となりました 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、主に有形固定資産の取得により、前年同期比69百万円の減少となりま

した。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済があったものの、短期借入金の増加により、前年同

期比4,062百万円の増加となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注実績 

 当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

信号事業 19,573 3.0 

情報制御事業 17,607 △6.0 

合計 37,181 △1.5 

事業の種類別セグメントの名称 
受注高 受注残高 

金額（百万円） 前年同期比（％） 金額（百万円） 前年同期比（％） 

信号事業 20,126 11.7 16,903 △22.3 

情報制御事業 24,200 30.4 11,899 76.3 

合計 44,327 21.2 28,802 1.0 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

信号事業 19,391 3.3 

情報制御事業 17,350 △1.7 

合計 36,741 0.9 



３【対処すべき課題】 

 最近の当社グループの事業環境といたしましては、公共投資、鉄道事業者の新線計画の減少など、厳しい状況で

推移してまいりました。国内においては、更新需要の確実な受注、新規顧客の開拓などにより既存事業のシェアの

拡大を図るとともに、海外展開、新規事業の推進に取り組むことで、業績の維持・向上に努めてまいります。 

 なお、当中間連結会計期間における海外案件といたしましては、信号事業において、台湾新幹線ならびに中国重

慶モノレールに関する売上を計上いたしました。信号事業、情報制御事業の両事業において、今後もアジアを中心

に受注活動に努めてまいります。 

 また、情報制御事業におきましては、平成17年～18年度2期にわたる大型案件といたしまして、関東ならびに関

西地区における駅務機器の共通ＩＣカード化対応に関する需要があります。当社グループといたしましては、本件

に関する売上の拡大に努めてまいります。  

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

５【研究開発活動】 

 当中間連結会計期間の研究開発活動については、主に当社研究開発センターにおいて、産学連携を含め中長期的な

視野に立った基盤技術の研究と共通的・先進的な研究開発を行い、各事業分野の技術部門が事業拡大のための新製品

開発を行っております。 

 研究開発センターにおいては、安全制御の基本技術とＩＥＣ国際規格の調査研究、先進的列車制御技術の研究、高

度道路交通システムの技術研究、無線技術の応用研究、高信頼及び先端ソフトウェア技術の研究等を行っておりま

す。 

事業の種類別セグメントの主な研究開発活動は次のとおりであります。 

［信号事業］ 

・ミリ波踏切障害物検知装置の開発 

・列車追跡式ＡＴＣの開発 

・可視光通信の開発 

・Ｌｉｎｕｘ統合化装置の開発 

研究開発費の金額は903百万円であります。 

［情報制御事業］ 

・ＩＣカードチャージ機の開発 

・海外向け小型ＢＧＲ（自動チェックイン機）の開発 

・各種電子マネーに対応したマルチ決済駐車場管理システムの開発 

・機能の高度化、防犯性を高めた新型駐車料金精算装置の開発 

・トンネル型ＲＦＩＤリーダライタの開発 

・三次元距離画像センサの開発 

研究開発費の金額は778百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありません。また、新たに確

定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 定款での定めは次のとおりであります。 

当会社の発行する株式の総数は、２億株とする。ただし、株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式

数を減ずる。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 200,000,000 

計 200,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月16日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 62,448,052 62,448,052 

東京証券取引所 

（市場第一部） 

大阪証券取引所 

（市場第一部） 

－ 

計 62,448,052 62,448,052 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年４月１日～ 

平成17年９月30日  
－ 62,448,052 － 6,846  － 5,303  



(4）【大株主の状況】 

（注） 上記信託銀行の所有株式のうち、信託業務に係る株式数はそれぞれ次のとおりであります。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社      3,837千株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社        3,565千株 

 資産管理サービス信託銀行株式会社          1,548千株 

 三井アセット信託銀行株式会社            1,428千株 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

富国生命保険相互会社 東京都千代田区内幸町二丁目２番２号 5,030 8.05 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,837 6.14 

 日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 3,565 5.71 

株式会社みずほコーポレート

銀行 
東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 2,400 3.84 

日本信号取引先持株会 東京都豊島区東池袋三丁目１番１号 1,912 3.06 

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿一丁目28番１号 1,632 2.61 

資産管理サービス信託銀行株

式会社（証券投資信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番12号 1,548 2.48 

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 1,497 2.40 

指定単 受託者 三井アセッ

ト信託銀行株式会社 １口 
東京都港区芝三丁目23番１号 1,428 2.29 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 1,339 2.14 

計 － 24,188 38.73 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数７個が含まれておりま

す。 

②【自己株式等】 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    41,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  62,095,000 62,095 － 

単元未満株式 普通株式     312,052 － － 

発行済株式総数 62,448,052 － － 

総株主の議決権 － 62,095 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本信号株式会社 
東京都豊島区東池

袋三丁目１番１号 
41,000 － 41,000 0.07 

計 － 41,000 － 41,000 0.07 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 上記は東京証券取引所市場第一部における株価です。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 607 704 686 697 754 775 

最低（円） 548 596 613 670 666 682 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）及び前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）並びに当中間連結会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結

財務諸表及び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
平成16年９月30日 

当中間連結会計期間末 
平成17年９月30日 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
平成17年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   6,357   9,575 10,719   

２ 受取手形及び売掛
金 

  23,720   20,971 27,940   

３ 有価証券   300   100 299   

４ 棚卸資産   22,347   17,850 17,031   

５ 繰延税金資産   2,291   2,525 2,801   

６ その他   468   794 334   

貸倒引当金   △19   △12 △28   

流動資産合計     55,465 63.4 51,805 60.9   59,099 64.2

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 (※1)         

(1）建物及び構築物 (※2) 6,452   6,227 6,411   

(2）土地 (※2) 8,268   8,273 8,268   

(3）その他   2,468   2,895 2,619   

有形固定資産合計   17,189   (19.7) 17,396 (20.4) 17,299   (18.8)

２ 無形固定資産   728   (0.8) 531 (0.6) 631   (0.7)

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券 (※2) 9,994   12,737 11,657   

(2）繰延税金資産   2,397   1,070 1,694   

(3）その他   1,813   1,655 1,772   

貸倒引当金   △145   △83 △126   

投資その他の資産
合計 

  14,059   (16.1) 15,380 (18.1) 14,999   (16.3)

固定資産合計     31,977 36.6 33,307 39.1   32,930 35.8

資産合計     87,443 100.0 85,113 100.0   92,029 100.0 

 



    
前中間連結会計期間末 
平成16年９月30日 

当中間連結会計期間末 
平成17年９月30日 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
平成17年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛
金 

  12,626   11,888 13,670   

２ 短期借入金 (※2) 1,376   2,990 1,730   

３ １年以内返済予定
の長期借入金 

(※2) 4,412   620 4,428   

４ 賞与引当金   2,670   2,686 2,765   

５ その他   7,144   4,901 7,455   

流動負債合計     28,229 32.3 23,087 27.1   30,050 32.7

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 (※2) 5,882   5,914 6,222   

２ 繰延税金負債   －   13 －   

３ 退職給付引当金   13,279   12,412 12,872   

４ 役員退職慰労引当
金 

  315   311 363   

５ 連結調整勘定   117   73 93   

固定負債合計     19,595 22.4 18,725 22.0   19,552 21.2

負債合計     47,824 54.7 41,812 49.1   49,602 53.9

            

（少数株主持分）           

少数株主持分     3,580 4.1 3,920 4.6   3,940 4.3

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     6,846 7.8 6,846 8.1   6,846 7.4

Ⅱ 資本剰余金     5,303 6.1 5,303 6.2   5,303 5.7

Ⅲ 利益剰余金     20,556 23.5 22,316 26.2   22,143 24.1

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    3,342 3.8 4,931 5.8   4,208 4.6

Ⅴ 自己株式     △11 △0.0 △17 △0.0   △15 △0.0

資本合計     36,037 41.2 39,380 46.3   38,486 41.8

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    87,443 100.0 85,113 100.0   92,029 100.0 



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     36,414 100.0 36,741 100.0   84,472 100.0 

Ⅱ 売上原価     28,112 77.2 27,695 75.4   64,490 76.3

売上総利益     8,301 22.8 9,046 24.6   19,982 23.7

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

(※1)   7,448 20.5 7,654 20.8   15,038 17.8

営業利益     853 2.3 1,391 3.8   4,943 5.9

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   5   2 8   

２ 受取配当金   101   70 140   

３ 生命保険受取配当
金 

  254   293 254   

４ 有価証券売却益   94   － 94   

５ 連結調整勘定償却
額 

  23   20 47   

６ 雑益   49 528 1.5 55 442 1.2 111 657 0.8

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   106   83 204   

２ 棚卸資産処分損   198   279 570   

３ 雑損失   15 320 0.9 11 375 1.0 49 824 1.0

経常利益     1,061 2.9 1,459 4.0   4,776 5.7

Ⅵ 特別利益           

１ 固定資産売却益 (※2) －   － 24   

２ 貸倒引当金戻入額   80   18 72   

３ 関係会社株式売却
益 

  － 80 0.2 3 22 0.0 － 96 0.1

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産売廃却損 (※3) 46   18 173   

２ 投資有価証券評価
損 

  31   49 32   

３ ゴルフ会員権評価
損 

(※4) 6   － 7   

４ 賠償金等   －   － 97   

５ 減損損失 (※5) － 83 0.2 38 105 0.3 － 311 0.4

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    1,057 2.9 1,376 3.7   4,561 5.4

法人税、住民税及
び事業税 

  529   202 2,457   

法人税等調整額   208 737 2.0 464 667 1.8 △267 2,190 2.6

少数株主利益     102 0.3 113 0.3   332 0.4

中間（当期）純利
益 

    217 0.6 595 1.6   2,038 2.4



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     5,303 5,303   5,303

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    5,303 5,303   5,303

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     20,861 22,143   20,861

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１ 中間（当期）純利益   217 217 595 595 2,038 2,038

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１ 配当金   327 327 561 

２ 役員賞与   74 94 74 

３ 持分変動に伴う減少
高 

  121 523 － 422 121 757

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    20,556 22,316   22,143

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間
（当期）純利益 

  1,057 1,376 4,561

２ 減価償却費   722 657 1,431

３ 減損損失   － 38 －

４ 受取利息及び受取配
当金 

  △106 △73 △149

５ 支払利息   106 83 204

６ 売上債権の増減額   7,872 6,969 3,648

７ 棚卸資産の増減額   △1,248 △1,076 3,926

８ 仕入債務の増減額   △3,265 △1,852 △2,132

９ 前受金の増減額   1,230 △181 △890

10 退職給付引当金の増
減額 

  △625 △459 △1,032

11 その他   △940 △1,372 471

小計   4,803 4,109 10,040

12 利息及び配当金の受
取額 

  106 72 149

13 利息の支払額   △133 △84 △242

14 法人税等の支払額   △1,558 △1,946 △1,993

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  3,217 2,151 7,954

 



    
前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１ 定期預金の預入れに
よる支出 

  △56 △60 △96

２ 定期預金の払戻しに
よる収入 

  6 64 36

３ 有形固定資産の取得
による支出 

  △363 △253 △1,216

４ 有形固定資産の売却
による収入 

  8 1 37

５ 有価証券及び投資有
価証券の取得による
支出 

  △203 △3 △293

６ 有価証券及び投資有
価証券の売却等によ
る収入 

  394 － 478

７ 関係会社株式の売却
による収入 

  － 12 －

８ その他   13 △29 △34

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △200 △269 △1,088

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

 １ 長期借入れによる収
入 

  － － 2,000

２ 長期借入金の返済に
よる支出 

  △1,520 △4,116 △3,163

３ 短期借入れによる純
増減額 

  △5,358 1,260 △5,004

４ 関係会社からの預り
金による収入 

  － 50 20

５ 配当金の支払額   △328 △327 △560

６ 少数株主への配当金
の支払額 

  △75 △85 △75

７ 自己株式の増減   △1 △2 △5

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △7,283 △3,221 △6,789

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加額又は減少額
（△） 

  △4,266 △1,339 76

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  10,673 10,749 10,673

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 6,406 9,409 10,749

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社 

 日信電設㈱、日信工業㈱、日

信電子サービス㈱、福岡日信電

子㈱、札幌日信電子㈱、日信ソ

フトエンジニアリング㈱、三重

日信電子㈱、仙台日信電子㈱、

栃木日信㈱、山形日信電子㈱及

び日信特器㈱の11社でありま

す。 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社 

 同左 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社 

 同左 

(2）非連結子会社 

 主要な非連結子会社は日信興

産㈱であります。 

(2）非連結子会社 

同左 

  

(2）非連結子会社 

同左 

(3）非連結子会社について連結の

範囲から除いた理由 

 非連結子会社は、いずれもそ

の総資産、売上高、中間純損益

及び利益剰余金等からみても小

規模会社であり、全体としても

中間連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないので連結の範

囲から除外しております。 

(3）非連結子会社について連結の

範囲から除いた理由 

同左 

(3）非連結子会社について連結の

範囲から除いた理由 

 非連結子会社は、いずれもそ

の総資産、売上高、当期純損益

及び利益剰余金等からみても小

規模会社であり、全体としても

連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないので連結の範囲か

ら除外しております。 

２．持分法の適用に関する事項 

 非連結子会社及び関連会社

（朝日電気㈱、横浜テクノエン

ジニアリングサービス㈱）は、

それぞれ中間連結純損益及び連

結利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、全体としても重要

性がありませんので持分法の適

用から除外しております。 

２．持分法の適用に関する事項 

同左 

２．持分法の適用に関する事項 

 非連結子会社及び関連会社

（朝日電気㈱、横浜テクノエン

ジニアリングサービス㈱）は、

それぞれ連結純損益及び連結利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微

であり、全体としても重要性が

ありませんので持分法の適用か

ら除外しております。 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

 全ての連結子会社の中間決算

日は中間連結決算日と一致して

おります。 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

同左 

３．連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

 全ての連結子会社の事業年度

の末日は、連結決算日と一致し

ております。 

 



前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法 

子会社株式及び関連会社株

式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

② 棚卸資産 

製品・半製品・原材料 

移動平均法による原価法 

② 棚卸資産 

製品・半製品・原材料 

同左 

② 棚卸資産 

製品・半製品・原材料 

同左 

仕掛品・半成工事 

個別法による原価法 

仕掛品・半成工事 

同左 

仕掛品・半成工事 

同左 

貯蔵品 

主として最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。 

 ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物附属

設備は除く）については、定

額法によっております。 

 なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

 



前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

② 無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。 

 耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の

基準によっております。 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては社内における

利用可能期間（３～５年）に

基づく定額法によっておりま

す。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率法に基づき、貸

倒懸念債権及び破産更生債権

等については、財務内容評価

法に基づき個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員に対する賞与支給に

備え、支給見込額に基づき計

上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（主に10年）

による定率法により算出した

額を、それぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理するこ

ととしております。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

過去勤務債務は、その発生

時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（15年）による定額法により

費用処理しております。  

数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（主に10年）

による定率法により算出した

額を、それぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理するこ

ととしております。  

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生して

いると認められる額を計上し

ております。 

 過去勤務債務は、その発生時

における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（15

年）による定額法により費用

処理しております。  

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（主に10年）

による定率法により算出した

額を、それぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理するこ

ととしております。 

 



前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職により支給する

退職慰労金に充てるため、支

給規則に基づく当中間連結会

計期間末要支給額を計上して

おります。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職により支給する

退職慰労金に充てるため、支

給規則に基づく期末要支給額

を計上しております。 

(4）重要な外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

(4）重要な外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算の基準 

同左 

(4）重要な外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

換算し、換算差額は損益として

処理しております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たす金

利スワップについては、特例

処理を採用しております。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段と対象 

・ヘッジ手段 

デリバティブ取引（金利ス

ワップ取引） 

② ヘッジ手段と対象 

・ヘッジ手段 

同左 

② ヘッジ手段と対象 

・ヘッジ手段 

同左 

・ヘッジ対象 

長期借入金 

・ヘッジ対象 

同左 

・ヘッジ対象 

同左 

③ ヘッジ方針 

 当社グループは、為替や金

利の相場変動リスクに晒され

ている資産・負債に係るリス

クをヘッジする目的にのみデ

リバティブ取引を行うものと

しております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の

要件を満たしており、ヘッジ

効果が極めて高いことから事

前、事後の検証は行っており

ません。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

 消費税等の会計処理の方法 

 消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によって

おります。 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

 消費税等の会計処理の方法 

同左 

(7）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

 消費税等の会計処理の方法 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 現金及び現金同等物には、手許

現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 

前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

      ――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日）)及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日）を適用し

ております。 

これにより税金等調整前中間純利

益が38百万円減少しております。 

      ――――― 

  

  



（表示方法の変更） 

（追加情報） 

前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

（中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間末まで、中間連結貸借対照表にお

いて流動負債の「短期借入金」に含めておりました「１

年以内返済予定の長期借入金」については当中間連結会

計期間末より負債・少数株主持分及び資本の合計額の100

分の5を超えたため、区分掲記いたしました。なお、前中

間連結会計期間末の「１年以内返済予定の長期借入金」

の金額は1,804百万円であります。 

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間まで、営業外収益において区分掲

記しておりました「受取保険金」（当中間連結会計期間0

百万円）は、営業外収益の総額の100分の10以下となった

ため、営業外収益の「雑益」に含めて表示しておりま

す。 

     ───── 

  

  

  

  

前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

（外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号）に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上してお

ります。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が63百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利益が

同額減少しております。 

     ───── （外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当連結会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が135百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益が

同額減少しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
平成16年９月30日 

当中間連結会計期間末 
平成17年９月30日 

前連結会計年度 
平成17年３月31日 

※１ 有形固定資産から控除した減価償却累

計額は17,925百万円であります。 

※１ 有形固定資産から控除した減価償却累

計額は18,319百万円であります。 

※１ 有形固定資産から控除した減価償却累

計額は18,080 百万円であります。 

※２ 担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産 

建物 3,361百万円

土地 6,506 

投資有価証券 

（株式） 
80 

建物     3,080百万円

土地      6,193 

投資有価証券 

（株式） 
 90 

建物      3,173百万円

土地      6,194 

投資有価証券 

（株式） 
83 

上記物件に対応する借入金 上記物件に対応する借入金 上記物件に対応する借入金 

短期借入金 1,100百万円

長期借入金 2,684 

（一年以内返済予定額含む） 

短期借入金      600百万円

長期借入金      933 

（一年以内返済予定額含む） 

短期借入金      1,200百万円

長期借入金      1,044 

（一年以内返済予定額含む） 

 ３ 保証債務  ３ 保証債務  ３ 保証債務 

従業員の銀行借入等

に対する保証 
699百万円

芙蓉総合リース㈱に

対するリース資産買

取保証 

 26 

計 725 

従業員の銀行借入等

に対する保証 
   607百万円

芙蓉総合リース㈱に

対するリース資産買

取保証 

 7 

計 615 

従業員の銀行借入等

に対する保証 
  650百万円

芙蓉総合リース㈱に

対するリース資産買

取保証 

9 

計 659 

前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は、次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は、次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額は、次のとおりであります。 

給料及び手当金 1,931百万円

賞与引当金繰入額 587 

役員退職慰労引当金

繰入額 
38 

減価償却費 154 

試験研究費  1,073 

給料及び手当金      1,893百万円

賞与引当金繰入額  615 

役員退職慰労引当

金繰入額 
 41 

減価償却費  152 

試験研究費      1,422 

給料及び手当金      4,409百万円

賞与引当金繰入額  634 

役員退職慰労引当

金繰入額 
 90 

減価償却費  312 

試験研究費      2,334 

※２     ―――――― ※２     ―――――― ※２ 固定資産売却益の主な内訳は、次のと

おりであります。 

  土地   24百万円

※３ 固定資産売廃却損の主な内訳は、次の

とおりであります。 

※３ 固定資産売廃却損の主な内訳は、次の

とおりであります。 

※３ 固定資産売廃却損の主な内訳は、次の

とおりであります。 

建物 22百万円

機械装置 7 

工具器具備品 16 

建物   1百万円

機械装置  4 

工具器具備品  10 

建物   24百万円

機械装置  9 

工具器具備品  43 

ソフトウェア  90 

※４ ゴルフ会員権評価損 

ゴルフ会員権評価損には、貸倒引当金

繰入額3百万円が含まれております。 

※４    ―――――― 

  

※４ ゴルフ会員権評価損 

ゴルフ会員権評価損には、貸倒引当金

繰入額4百万円が含まれております。 

 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

※５    ―――――― ※５ 減損損失 

当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

  

  

当社グループでは、事業の種類別セグ

メントを基礎として資産のグルーピング

を行い、投資不動産については、各投資

不動産単位に資産を集約しております。 

不動産の価格低下及び低収益により、

名古屋市の投資不動産に係る資産グルー

プの帳簿価額を回収可能額まで減額し、

当該減少額を減損損失（38百万円）とし

て特別損失に計上しております。 その

内訳は、建物その他９百万円、土地28百

万円であります。 

なお、当資産グループの回収可能価額

は使用価値により測定しており、将来キ

ャッシュ・フローを4.3％で割り引いて算

定しております。 

 種類 用途  場所 
金額 
(百万円)

投資不動
産 

建物及び
土地等  

 愛知県 

 名古屋市

  

38

※５    ―――――― 

  

前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

現金及び預金 6,357百万円

有価証券 300 

計 6,657 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△250 

現金及び現金同等物 6,406 

現金及び預金      9,575百万円

有価証券  100 

計     9,675 

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△266 

現金及び現金同等物     9,409 

現金及び預金     10,719百万円

有価証券  299 

計       11,019 

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△270 

現金及び現金同等物       10,749 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

１. リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

１. リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

１. リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 

666 366 300 

工具器具備
品 

956 512 444 

その他 0 0 0 

合計 1,624 879 745 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

621 317 303

工具器具備
品 

956 514 441

その他 2 1 0

合計 1,580 834 746

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 

676 407 268

工具器具備
品 

1,045 543 501

その他 2 2 0

合計 1,724 953 770

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 332百万円

１年超 423 

合計 756 

１年以内    330百万円

１年超 429 

合計 760 

１年以内    335百万円

１年超 453 

合計 788 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 197百万円

減価償却費相当額 188 

支払利息相当額 9 

支払リース料    196百万円

減価償却費相当額 185 

支払利息相当額 8 

支払リース料   394百万円

減価償却費相当額 373 

支払利息相当額 18 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額の差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によ

っております。 

利息相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

同左 

２. オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２. オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２. オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年以内 7百万円

１年超 6 

合計 13 

１年以内  10百万円

１年超 11 

合計 22 

１年以内  6百万円

１年超 3 

合計 9 

  （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

１. その他有価証券で時価のあるもの 

２. 時価評価されていない主な有価証券 

（注)当中間連結会計期間において、その他有価証券（非上場株式）について減損処理を行い、投資有価証券評価損31百

万円を計上しております。 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１. その他有価証券で時価のあるもの 

２. 時価評価されていない主な有価証券 

（注)当中間連結会計期間においてその他有価証券（非上場株式）について減損処理を行い、投資有価証券評価損49百万

円を計上しております。 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 2,668 8,258 5,589 

(2）債券 299 302 2 

合計 2,968 8,560 5,592 

区分 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券   

社債 200 

コマーシャルペーパー 199 

(2）その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 775 

非上場優先出資証券 300 

フリーフィナンシャルファンド 100 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 2,757 11,132 8,375 

(2）債券 299 301 1 

合計 3,057 11,434 8,377 

区分 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券   

社債 200 

(2）その他有価証券   

非上場株式 644 

非上場優先出資証券 300 

フリーフィナンシャルファンド 100 



前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

１. その他有価証券で時価のあるもの 

２. 時価評価されていない主な有価証券 

（注)当連結会計年度においてその他有価証券（非上場株式）について減損処理を行い、投資有価証券評価損32百万円を

計上しております。 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（平成16年９月30日現在） 

 デリバティブ取引については、「ヘッジ会計」が適用されておりますので、注記の対象から除外しておりま

す。 

当中間連結会計期間（平成17年９月30日現在） 

 デリバティブ取引については、「ヘッジ会計」が適用されておりますので、注記の対象から除外しておりま

す。 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

 デリバティブ取引については、「ヘッジ会計」が適用されておりますので、注記の対象から除外しておりま

す。 

区分 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 2,753 10,003 7,249 

(2）債券 299 302 2 

合計 3,053 10,305 7,252 

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券   

社債 200 

コマーシャルペーパー 199 

(2）その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 694 

非上場優先出資証券 300 

フリーフィナンシャルファンド 100 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）  

 
信号事業 
（百万円） 

情報制御事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 18,764 17,649 36,414 － 36,414 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － (－) － 

計 18,764 17,649 36,414 (－) 36,414 

営業費用 17,844 16,268 34,113 1,447 35,560 

営業利益 919 1,381 2,300 (1,447) 853 

 当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）  

 
信号事業 
（百万円） 

情報制御事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 19,391 17,350 36,741 － 36,741 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － (－) － 

計 19,391 17,350 36,741 (－) 36,741 

営業費用 18,229 15,857 34,086 1,263 35,349 

営業利益 1,161 1,493 2,655 (1,263) 1,391 



 （注）１ 事業区分は売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主要な製品 

(1）信号事業    鉄道信号保安設備機器、交通情報システム信号機器 

(2）情報制御事業  ＡＦＣ機器、制御機器 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は、親会社本社の管理部門に係る費用であ

ります。 

前中間連結会計期間   1,447百万円 

当中間連結会計期間   1,263百万円 

前連結会計年度     2,799百万円 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、本邦以外の国又は地域に所在する

連結子会社及び重要な支店がないため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

 （注）１．海外売上高は、アジア地域のみであり、地域の主な内訳は次のとおりであります。 

 台湾、中国、韓国 

２．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 前中間連結会計期間及び前連結会計年度については、海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高

の記載を省略しております。 

 前連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）  

 
信号事業 
（百万円） 

情報制御事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 44,162 40,310 84,472 － 84,472 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － (－) － 

計 44,162 40,310 84,472 (－) 84,472 

営業費用 40,529 36,199 76,729 2,799 79,529 

営業利益 3,632 4,111 7,743 (2,799) 4,943 

 当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）  

 アジア 計 

Ⅰ 海外売上高 （百万円） 5,132 5,132 

Ⅱ 連結売上高 （百万円）  36,741 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 14.0 14.0 



（１株当たり情報） 

（注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

１株当たり純資産額 577円36銭

１株当たり中間純利益 

 金額 
3円48銭

１株当たり純資産額    631円03銭

１株当たり中間純利益

 金額 
 9円55銭

１株当たり純資産額    615円16銭

１株当たり当期純利益 

 金額 
  31円15銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載しており

ません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載しており

ません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載しており

ません。 

  
前中間連結会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

中間（当期）純利益（百万円） 217 595 2,038 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 94 

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） － － (94) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 217 595 1,944 

普通株式の期中平均株式数（千株） 62,417 62,407 62,415 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
平成16年９月30日 

当中間会計期間末 
平成17年９月30日 

前事業年度要約貸借対照表 
平成17年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   2,375   5,803 6,437   

２ 受取手形   2,802   2,281 3,300   

３ 売掛金   17,416   15,701 19,968   

４ 棚卸資産   19,952   15,809 15,417   

５ 繰延税金資産   1,532   1,756 2,008   

６ その他 (※４) 657   958 671   

貸倒引当金   △10   △7 △11   

流動資産合計     44,725 62.8 42,303 60.2   47,793 63.7

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 (※１)         

(1）建物 (※２) 4,826   4,556 4,694   

(2）土地 (※２) 6,647   6,646 6,646   

(3）その他   2,378   2,857 2,596   

有形固定資産計    13,852 (19.4)  14,061 (20.0)   13,937 (18.6)

２ 無形固定資産     525 (0.7) 335 (0.5)   410 (0.5)

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券   9,676   12,125 10,891   

(2）繰延税金資産   1,717   712 1,260   

(3）その他   886   796 853   

貸倒引当金   △133   △76 △114   

投資その他の資産
合計 

    12,147 (17.1) 13,558 (19.3)   12,891 (17.2)

固定資産合計     26,525 37.2 27,954 39.8   27,238 36.3

資産合計     71,251 100.0 70,258 100.0   75,032 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
平成16年９月30日 

当中間会計期間末 
平成17年９月30日 

前事業年度要約貸借対照表 
平成17年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形   4,852   4,277 5,151   

２ 買掛金   6,919   7,630 8,553   

３ 短期借入金   －   2,000 －   

４ １年以内返済予定
の長期借入金 

(※2) 4,365   617 4,417   

５ 賞与引当金   1,408   1,432 1,447   

６ その他 (※4) 7,362   5,780 7,452   

流動負債合計     24,907 35.0 21,737 30.9   27,022 36.0

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 (※2) 5,865   5,914 6,222   

２ 退職給付引当金   11,516   11,159 11,330   

３ 役員退職慰労引当
金 

  105   130 121   

固定負債合計     17,487 24.5 17,203 24.5   17,674 23.6

負債合計     42,395 59.5 38,941 55.4   44,696 59.6

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     6,846 9.6 6,846 9.7   6,846 9.1

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金   5,303   5,303 5,303   

資本剰余金合計     5,303 7.4 5,303 7.6   5,303 7.1

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金   1,175   1,175 1,175   

２ 任意積立金   10,812   11,812 10,812   

３ 中間（当期）未処
分利益 

  1,421   1,392 2,176   

利益剰余金合計     13,409 18.8 14,380 20.5   14,164 18.8

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    3,308 4.7 4,804 6.8   4,036 5.4

Ⅴ 自己株式     △11 △0.0 △17 △0.0   △15 △0.0

資本合計     28,856 40.5 31,316 44.6   30,335 40.4

負債資本合計     71,251 100.0 70,258 100.0   75,032 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前事業年度要約損益計算書 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     28,858 100.0 29,438 100.0   67,092 100.0 

Ⅱ 売上原価 (※３)   21,885 75.8 21,994 74.7   51,151 76.2

売上総利益     6,973 24.2 7,444 25.3   15,941 23.8

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

(※３)   6,556 22.8 6,752 22.9   13,224 19.8

営業利益     416 1.4 692 2.4   2,716 4.0

Ⅳ 営業外収益 (※１)   643 2.2 627 2.1   740 1.1

Ⅴ 営業外費用 (※２)   313 1.0 368 1.3   808 1.2

経常利益     746 2.6 951 3.2   2,649 3.9

Ⅵ 特別利益 (※４)   307 1.1 4 0.0   331 0.5

Ⅶ 特別損失     56 0.2 64 0.2   279 0.4

税引前中間（当
期）純利益 

    997 3.5 890 3.0   2,700 4.0

法人税、住民税及
び事業税 

  323   18 1,542   

法人税等調整額   130 454 1.6 288 307 1.0 △373 1,168 1.7

中間（当期）純利
益 

    542 1.9 583 2.0   1,532 2.3

前期繰越利益     878 808   878 

中間配当額     － －   234 

中間（当期）未処
分利益 

    1,421 1,392   2,176 

            



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前事業年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法 

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

(2）棚卸資産 

製品・半製品・原材料 

 移動平均法による原価法 

(2）棚卸資産 

製品・半製品・原材料 

同左 

(2）棚卸資産 

製品・半製品・原材料 

同左 

仕掛品・半成工事 

 個別法による原価法 

仕掛品・半成工事 

同左 

仕掛品・半成工事 

同左 

貯蔵品 

 最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物（建物附属設備

は除く）については、定額法に

よっております。 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準

によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては社内における利用

可能期間（３～５年）に基づく

定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



前中間会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前事業年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

(3）長期前払費用 

 均等償却を採用しておりま

す。 

 耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準

によっております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率法に基づき、貸倒懸念

債権及び破産更生債権等につい

ては、財務内容評価法に基づき

個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しておりま

す。 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対する賞与支給に備

え、支給見込額に基づき計上し

ております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定率法によ

り算出した額を、それぞれ発生

の翌事業年度から費用処理する

こととしております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当会計期間末において発生

していると認められる額を計上

しております。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定率法によ

り算出した額を、それぞれ発生

の翌事業年度から費用処理する

こととしております。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職により支給する退

職慰労金に充てるため、支給規

則に基づく当中間会計期間末要

支給額を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職により支給する退

職慰労金に充てるため、支給規

則に基づく期末要支給額を計上

しております。 

４．外貨建ての資産及び負債の本邦

通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

４．外貨建ての資産及び負債の本邦

通貨への換算基準 

同左 

４．外貨建ての資産及び負債の本邦

通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円換算し、

換算差額は損益として処理してお

ります。 

 



前中間会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前事業年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

５．リース取引の処理方法 

同左 

５．リース取引の処理方法 

同左 

６．ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たす金利

スワップについては、特例処理

を採用しております。 

６．ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

６．ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

(2)ヘッジ手段と対象 

・ヘッジ手段 

デリバティブ取引（金利スワ

ップ取引） 

(2)ヘッジ手段と対象 

・ヘッジ手段 

同左 

(2)ヘッジ手段と対象 

・ヘッジ手段 

同左 

・ヘッジ対象 

長期借入金 

・ヘッジ対象 

同左 

・ヘッジ対象 

同左 

(3)ヘッジ方針 

当社は、為替や金利の相場変

動リスクに晒されている資産・

負債に係るリスクをヘッジする

目的にのみデリバティブ取引を

行うものとしております。 

(3)ヘッジ方針 

同左 

(3)ヘッジ方針 

同左 

(4)ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件

を満たしており、ヘッジ効果が

極めて高いことから事前、事後

の検証は行っておりません。 

(4)ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(4)ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

７．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理の方法 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっておりま

す。 

７．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理の方法 

同左 

７．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理の方法 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

（表示方法の変更） 

（追加情報） 

前中間会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前事業年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

      ――――― 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会 平

成14年８月９日）)及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日）を適用し

ております。 

これによる損益に与える影響はあ

りません。 

      ――――― 

  

前中間会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

（中間貸借対照表） 

 前中間会計期間末まで、中間貸借対照表において流動

負債の「短期借入金」に含めておりました「１年以内返

済予定の長期借入金」については当中間会計期間末より

負債及び資本の合計額の100分の5を超えたため、区分掲

記いたしました。なお、前中間会計期間末の「１年以内

返済予定の長期借入金」の金額は、1,589百万円でありま

す。 

     ───── 

前中間会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前事業年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

（外形標準課税） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日 

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が45百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益が同額減

少しております。 

     ───── （外形標準課税） 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が98百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益が同額減

少しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
平成16年９月30日 

当中間会計期間末 
平成17年９月30日 

前事業年度末 
平成17年３月31日 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 

  15,683百万円        15,958百万円        15,783百万円

※２ 担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産 ※２ 担保に供している資産 

建物 3,193百万円

土地 6,102 

建物      2,992百万円

土地     6,102 

建物     3,083百万円

土地    6,102 

 上記物件に対応する借入金  上記物件に対応する借入金  上記物件に対応する借入金 

長期借入金 2,630百万円

（一年以内返済予定額含む） 

長期借入金     931 百万円

（一年以内返済予定額含む） 

長期借入金      1,039百万円

（一年以内返済予定額含む） 

 ３ 保証債務  ３ 保証債務  ３ 保証債務 

従業員の銀行借入

等に対する保証 
699百万円

芙蓉総合リース㈱

に対するリース資

産買取保証 

26 

計 725 

従業員の銀行借入

等に対する保証 
   607百万円

芙蓉総合リース㈱

に対するリース資

産買取保証 

 7 

計 615 

従業員の銀行借入

等に対する保証 
   650百万円

芙蓉総合リース㈱

に対するリース資

産買取保証 

 9 

計 659 

※４ 消費税等の取扱い 

「仮払消費税等」及び「仮受消費税等」

は相殺し、さらに中間納付の消費税及び

地方消費税を差し引いた金額を、中間貸

借対照表上流動負債の「その他」に含め

て表示しております。 

※４ 消費税等の取扱い 

「仮払消費税等」及び「仮受消費税等」

は相殺し、さらに中間納付の消費税及び

地方消費税を差し引いた金額を、中間貸

借対照表上流動資産の「その他」に含め

て表示しております。 

※４     ───── 

前中間会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前事業年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 2百万円

受取配当金 272 

生命保険受取配当金 223 

有価証券売却益 94 

受取利息  2百万円

受取配当金 325 

生命保険受取配当金  257 

    

受取利息  5百万円

受取配当金  310 

生命保険受取配当金  223 

有価証券売却益  94 

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 102百万円 支払利息    83百万円 支払利息    197百万円

※３ 減価償却実施額 ※３ 減価償却実施額 ※３ 減価償却実施額 

有形固定資産 472百万円

無形固定資産 134 

有形固定資産    443百万円

無形固定資産  95 

有形固定資産      985百万円

無形固定資産  208 

※４ 特別利益の主要項目 ※４     ───── ※４ 特別利益の主要項目 

関係会社株式売却

益 
230百万円

    関係会社株式売却

益 
   230百万円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前事業年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１. リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１. リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１. リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

工具器
具備品 

383 224 159 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

工具器
具備品 

354 145 209

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

工具器
具備品

441 215 226

２. 未経過リース料中間期末残高相当額 ２. 未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

２. 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 71百万円

１年超 90 

合計 161 

１年以内   75百万円

１年超 136 

合計 211 

１年以内   77百万円

１年超 151 

合計 228 

３. 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

３. 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

３. 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 47百万円

減価償却費相当額 44 

支払利息相当額 1 

支払リース料   44百万円

減価償却費相当額 42 

支払利息相当額 1 

支払リース料    97百万円

減価償却費相当額 93 

支払利息相当額 3 

４. 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

４. 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４. 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法に

よっております。 

利息相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

 （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

  

  



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

当中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度末（平成17年３月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

種類 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 132 2,869 2,737 

合計 132 2,869 2,737 

種類 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 132 4,017 3,885 

合計 132 4,017 3,885 

種類 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 132 3,417 3,285 

合計 132 3,417 3,285 



（１株当たり情報） 

（注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前事業年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

１株当たり純資産額 462円31銭

１株当たり中間純利益 

 金額 
8円70銭

１株当たり純資産額    501円82銭

１株当たり中間純利益

 金額 
 9円35銭

１株当たり純資産額    485円43銭

１株当たり当期純利益 

 金額 
  23円91銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載しており

ません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載しており

ません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため、記載しており

ません。 

  
前中間会計期間 

自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前事業年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

中間（当期）純利益（百万円） 542 583 1,532 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 40 

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） － － (40) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 542 583 1,492 

普通株式の期中平均株式数（千株） 62,417 62,407 62,415 



(2）【その他】 

(1）平成17年11月17日開催の取締役会において、第123期（平成17年4月1日から平成18年3月31日まで）の中間配当

について次のとおり決議いたしました。 

①中間配当金の総額                  249百万円 

②1株当たりの中間配当金                ４円00銭 

③支払請求の効力発生日及び支払開始日      平成17年12月９日 

（注）平成17年9月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

(2）その他特記事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第122期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月28日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月16日

日本信号株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 池谷 修一  印 

  
指定社員

業務執行社員
  公認会計士 原田  一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本信

号株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、日本信号株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月15日

日本信号株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 池谷 修一  印 

  
指定社員

業務執行社員
  公認会計士 原田  一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本信

号株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、日本信号株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 



  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月16日

日本信号株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 池谷 修一  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 原田  一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本信

号株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第122期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、日本信号株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付する

形で別途保管しております。 



  

独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月15日

日本信号株式会社     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 池谷 修一  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 原田  一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本信

号株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第123期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、日本信号株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 
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